
公開草案「リース取引に関する会計基準（案）」及び公開草案「リース取引に関する会計

基準の適用指針(案）」に対するコメント

株式会社ジェイティ財務サービス

リース事業部

●連結決算について

当社は一般事業会社を親会社とする連結対象リース子会社であるが、リース資産比率の

低い親会社では、支払リース料について、当然利子区分せず、極力キャッシュ・フローと

一致する費用計上処理を選好するものと思われる。

ところが当社はリースを主たる事業としているため、利息法処理しか認められず、親会

社向けのリース取引はそのまま連結処理ができないことになる。

国際基準云々以前に、連結ベースで適切な開示にならなければ、いくら単体決算を厳密

化しても意味が無い。

●「利息法」の強制適用について

利息法による会計処理を行うしかないとすれば、契約管理に連動した財務会計処理が不

可能になり、システム対応等に多大な体力・コストを要する。

リースにするがために余分な体力・コストが掛かるとすれば、リースの利用自体をやめ

てしまう、という事態の多発が危惧される。

設備調達の選択肢からリースという大きなカテゴリが失われ、設備投資の沈滞化が懸念

される。メーカー・サプライヤーの販売にも影響が及ぶ。

経営が成り立たなくリース会社の多発のみならず、経済全体に甚大な悪影響が懸念され

る。

● 適用時期について

公開草案の会計基準を適用することには強く反対するが、もし実施されてしまうと、借

手のオン・バランス化に伴い、注記情報から、財務諸表本体情報となることによる会計監

査、内部統制評価の対応だけでも借手・貸手双方に大変な労力を要する。

システム開発・改修だけでも、今から取り掛かっても 2008年 4月からの適用では、ほ
ぼぶっつけ本番に近く、十分な内部統制に対応できる体制で取り組むことも難しい。

まして、適用指針の内容では、到底システムに手を付けることができない。さまざまな

実務上の問題の検討を放棄しておいて適用時期のみ決めることは許容できない。

実務適用を考えるとするなら、支払情報ないし契約管理データと連動して運用可能な損

益計上が確保される条件で、法人税基本通達及び単体・連結税効果の監査上の取扱いレベ

ルまで整備されてからの検討とするよう要求する。
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